埼玉西部消防組合建設工事に係る入札参加者の特記遵守事項
平成２７年１２月１１日作成
建設工事に係る入札参加者は、埼玉西部消防組合競争入札参加者心得及び埼玉
西部消防組合入札等に関する注意事項のほか、埼玉西部消防組合が発注する工事
の入札及び施工にあたっては、次の事項を遵守すること。
１　独占禁止法等関連法令の遵守について
⑴　入札にあたっては、私的独占の禁止及び厚生取引の確保に関する法律に抵
触する行為を行わないこと。
⑵　受注者は、建設業法第２２条及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第１４条に規定する一括下請等に抵触する行為を行わないこと。
⑶　事業共同組合等にあっては、中小企業等共同組合法関連法令を遵守すると。
２　建設産業における生産システム合理化指針の遵守等について
⑴　工事の適正な施工を確保するため、下請契約を締結しようとする時は、「建設産業に関する生産システム合理化指針」を遵守し、下請業者の適正な選定、下請代金支払等の適正な履行、下請における雇用管理等への指導を行い、元請・下請関係の合理化に努めること。
　　　また、特定建設業者は、建設業法第２４条の６、第４１条第２項及び第３項の適用があることも踏まえ、下請契約の関係者保護に配慮すること。
⑵　工事の一部を下請業者に発注しようとする時は、できる限り構成市（所沢市・飯能市・狭山市・入間市・日高市）内の業者のうちから選定するよう努めること。
⑶　下請契約を締結する時は、請負金額、工期、請負代金の支払方法等を明記した契約書を作成すること。
また、第二次以下の下請契約についても同様とすること。
⑷　下請契約を締結した時は、下請人通知書に下請人との契約書等の写しを添えて事業担当課に提出すること。
⑸　建設産業における所定労働時間については、労働基準法に基づき、平成９年４月から、全ての事業場で週４０時間体制に全面的に移行しており、工事の施工にあたっては、建設現場の就労の実態を踏まえ、完全週休２日制の導入や１日の労働時間を短縮するなどの方法を通じて、週所定労働時間４０時間制への円滑な移行に努めること。
３　建設資材納入業者との契約について
⑴　建設資材納入業者との契約にあたっては、当該業者の利益を不当に害することのないように公正な取引をするよう努めること。
⑵　工事材料の調達にあたっては、できる限り構成市（所沢市・飯能市・狭山市・入間市・日高市）内の業者から選定するよう努めること。
４　労働災害の防止について
建設労働者の確保並びにこれら労働者の健康の保持、適正な賃金の支払い等
による労働条件の改善に留意し、元請、下請が一体となって労働災害の防止に
努めること。
５　ダンプトラック等による過積載の防止について
工事の施工にあたり、工事資材の運搬については過積載を行わないよう、ま
た、過積載を行っていると認められる資材納入業者からは資材の納入を受けな
いなどの必要な措置をとるよう努めること。
６　ディーゼル車規制に適合した車両の使用について
工事の施工にあたり、工事現場で使用し、又は使用させる車両（資機材等の
搬出入を含む。）のうち、ディーゼル車（貨物・バス・特殊）については埼玉
県生活環境保全条例（以下、「県条例」という。）に適合する車両とすること。
７　不正軽油使用の禁止について
工事の施工にあたり、工事現場で使用し、又は使用させる車両（資機材等の
搬出入を含む。）並びに建設機械等の燃料として、地方税法及び県条例に違反
する軽油等（以下「不正軽油」という。）を使用しないこと。
また、関係機関が使用燃料の抜き取り検査を行う場合には、現場代理人がこ
れに立ち会うなどの協力を行うとともに、不正軽油の使用が発見された場合に
は当該燃料納入業者を排除するなどの是正措置を講じること。
８　建設業退職金共済制度への加入等について
⑴　建設業退職金共済制度の対象となる労働者を使用する場合には、勤労者退職金共済機構（以下「共済機構」という。）に加入して証紙を購入し、当該労働者の共済手帳に証紙を貼付すること。
⑵　１件あたりの請負金額が５００万円以上の工事請負契約を締結した場合には、共済機構の発注者用掛金収納書を貼付した建設業退職金共済証紙購入状況報告書を契約締結後１ヶ月以内に発注者に提出すること。
　　　また、当該工事が終了した時は、対象労働者へ共済証紙を貼付した実績を建設業退職金共済証紙貼付実績報告書により提出すること。
⑶　工事の一部を下請に付する場合は、下請業者に対してこの制度を説明するとともに、共済証紙の現物貼付又は掛金相当額を下請代金中に算入その他の方法により本制度の促進に努めること。
⑷　下請業者の規模が小さく、本制度に関する事務処理能力が十分でない場合は、元請業者においてできる限り下請業者の事務の受託に努めること。
⑸　工事請負契約を締結した業者は、共済機構支部から「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場」の標識（シール）の交付を受け、現場事務所等に掲示し対象となる労働者への周知を図ること。
⑹　建設業退職金共済について不明な点は、下記へ問い合わせてください。
　　　独立行政法人勤労者退職金共済機構　
建設業退職金共済事業本部（略称：建退共）　埼玉県支部
　　　埼玉県さいたま市鹿手袋4-1-7　埼玉県建産連会館内　048-861-5111
９　技術者の適正な配置について
⑴　１件の請負金額が３，５００万円（建築一式の場合は７，０００万円）以上の建設工事を施工するにあたっては、元請業者は工事ごとに専任の主任技術者を配置すること。
⑵　元請業者が特定建設業者であり、請負った建設工事を施工するために契約した下請契約に係る請負代金の額の合計が４，０００万円（建築一式の場合は６，０００万円）以上となる場合については、主任技術者に代えて専任の監理技術者を配置すること。
⑶　専任の監理技術者は、監理技術者資格者証の交付を受け、専任されている期間中のいずれの日においても監理技術者講習を修了した日から５年を経過していないものであること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、当該工事に係る職務に従事している時、発注者から請求があった場合には監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を提示すること。
⑷　主任技術者又は監理技術者選任の届出の際には、主任技術者又は監理技術者が当該建設工事を施工する建設業者と直接的かつ原則として３ヶ月以上の恒常的な雇用関係にあること。
10　工事成績評定の実施について
　　　請負金額が５００万円以上の場合（修繕工事を除く）は工事成績評定を実施
するので、請負者はあらかじめ了承の上対応すること。
11　施工計画書の提出について
　　　請負金額が１３０万円以上の建設工事の請負者は、施工計画書を事業担当課
に提出すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、請負金額が１３０万円未満の場合における施工計画書の提出について
は、監督員の指示に従うこと。
12　工事施工体制台帳及び施工体系図の作成等について
　　請負金額が３，０００万円以上の建設工事の請負者は、施工体制台帳を、請
負金額が３，０００万円未満の建設工事の請負者は、施工体系図を作成し事業
担当課に提出すること。
　　また、請負金額が５００万円以上の建設工事の請負者は、工事現場の見やす
い場所に施工体系図を掲示すること。
13　工事カルテの作成及び登録について
　　　請負金額が５００万円以上の工事については、工事実績情報サービス（CORI
NS）に基づき受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として、「工事カルテ」を作成し監督員の確認を受けた上、一般財団法人日本建設情報総合センターに登録するとともに、同センター発行の「工事カルテ受領書」の写しを監督員に提出すること。ただし、請負金額が５００万円以上２，５００万円未満の工事については、受注・訂正時のみ登録すること。
14　経営事項審査の義務化について
　　　建設業法の規定により、一定の公共工事を発注者から直接請け負おうとする
建設業者は、経営事項審査を受けることが義務付けられており、これに伴い経
営事項審査を受けていない業者は、埼玉西部消防組合発注の工事を元請として
請負うことができなくなる場合があるので、決算期ごとに経営事項審査を受け
総合評定値通知書（Ｐ点が分かるもの）の写しを発注者に提出すること。
15　建設労働者の適切な賃金の支払いについて
　　　工事費の積算は二省協定労務単価に基づく埼玉県の積算標準単価表等により
積算している。この点に十分留意し、建設労働者の適切な賃金の支払いについ
て配慮するよう努めること。
※二省協定労務単価：農林水産省及び国土交通省が公共工事の工事費の積算に
用いるために定めた公共工事設計労務単価
（注）この特記遵守事項は、平成２８年２月１日以降に公告、指名通知をする競
争入札に適用する。
